
 

１．実践研究 

医医療療機機関関にに通通院院中中のの生生活活習習慣慣病病患患者者にに対対すするる  

ググルルーーププ運運動動療療法法のの自自己己効効力力感感やや不不安安、、  

身身体体機機能能へへのの効効果果  

 
 

石崎 依子* 

黒瀬 聖司**  山中 裕**  福井 政慶***  木村 穣** 

 

抄録 

 
生活習慣病患者に対するグループによる運動指導は個別指導よりもコミュニティが

生まれやすく、参加者同士の会話や交流が増える。本研究は、医療機関に通院する生活

習慣病患者を対象に自己効力感や不安感、身体機能を評価し、グループ運動療法の効果

を検証することを目的にした。門真市の医療連携の運動教室に参加した 25 名（そのう

ち自己都合等のドロップアウト 3 名）の 22 名(76.4±5.8 歳、男/女：4/18 名)に対して

グループ運動教室を開催した（週 1 回、3 ヶ月間）。グループ運動教室はストレッチ、

有酸素運動、レジスタンストレーニングから構成し、1 回 60 分とした。自己効力感は

セルフエフィカシー尺度（GSES）、不安は状態-特性不安尺度（STAI）を用いて評価し、

身体機能は握力、歩行速度、5 回立ち座り時間を測定した。自己効力感の高低の 2 分位

で高値群と低値群に分け、介入前後での変化を分析したところ、両群ともに自己効力感

は有意には向上しなかった。しかし、自己効力感の高値群は特性不安を低下させ、低値

群は状態不安を低下させた。また両群ともに歩行速度は有意に改善しており、グループ

運動指導における身体機能への効果は確認された。一方、高値群のみ下肢筋力が有意に

向上しており、自己効力感を高めることができるような運動プログラムの開発が必要と

考えらえた。 
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１．はじめに 

 

我が国の総人口は、令和元（2019）年 10

月 1 日現在、1 億 2,617 万人となってい

る。65 歳以上人口は 3,589 万人となり、

総人口に占める割合（高齢化率）も 28.4％

となった 1）。厚生労働省健康局の資料に

よると、我が国の運動不足による死亡者

数は、喫煙、高血圧に次ぐ第 3 位でその

数は年間約 5 万人に達する 2）。少子高齢

化が進む社会で、医療費等の社会保障費

の増加が課題となっており、国をあげて

健康寿命の延伸に取り組んでいる。 

高齢者の週に1回以上の運動・スポーツ

実施率をみると60歳代で62.1％、70歳代

で73.4％と他の世代と比較しても高い状

況である3）。しかしながら、医療機関に通

院中の生活習慣病の患者の中には、運動

は苦手又は楽しくない、どのような運動

をどの程度して良いかわからないという

患者も多い。運動療法は個別指導とグル

ープ指導があり、グループによる運動指

導は個別指導よりもコミュニティが生ま

れやすく、参加者同士の会話や交流が増

えることで自己効力感が低い患者にはグ

ループ運動指導による運動効果が出やす

いことが考えられる。また不安などの精

神面への効果も期待できるが、それらの

報告は少ない。 

高齢者の週に1回以上の運動・スポーツ

実施率をみると高い状況ではあるが、週

に3回以上の運動・スポーツ実施率をみる

と60歳代で34.2％、70歳代で46.5％と頻

度が増すごとに減少している3）。また、運

動を継続させるためには短期的には運動

プログラムの内容が大切であるが、長期

的には指導者や仲間との信頼関係や安心

感が重要であることも報告されている4)。

つまり、魅力的な運動プログラムに加え

て、グループによるコミュニティを通じ

て運動継続に繋がる可能性が高い。一人

では続かない、又は楽しくないから運動

を継続できないという高齢患者は多い。

グループによる運動指導は個別指導より

もコミュニティが生まれやすく、参加者

同士の会話や交流も増える。 

そこで本研究は、医療機関を通院する

生活習慣病患者を対象にした週1回のグ

ループ運動療法教室を開催し、運動継続

に重要な自己効力感や不安感、身体機能

への効果を検証することを目的とした。 

 
２．方法 

 

（（１１））対対象象者者    

大阪府門真市医師会の協力医療機関を

かかりつけ医とする65歳以上の生活習慣

病患者かつ運動教室会場まで自力で通え

る患者を対象とした。各通院医療機関に

研究及び運動教室の案内を掲示して募集

したところ、25 名の参加申し込みがあっ

た。除外基準は医師等から運動制限の指

示を受けている患者とした。本研究は関

西医科大学倫理審査委員会の承認を得て

実施し（承認番号：2020065）、全ての患

者に対して研究の主旨、内容および注意

点を説明し、書面にて研究参加の同意を

得た。 

 

（（２２））研研究究ププロロトトココーールル    

グループ運動教室は 2021 年 7 月１日〜

2021 年 1 月 31 日間に開催し、介入は週 1
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回、計 12 回を 1 クールとした。その前後

で自己効力感や不安感、体組成、生活の質

（QOL）、体力要素を評価した。なお、コロ

ナ禍により、介入開始日が月毎に異なり、

開始日に合わせて介入前後に各測定を実

施した。また、介入前の自己効力感の高低

で 2 群（自己効力感の高い群と低い群）に

分類して、同じ介入を行う中での変化を比

較した（図 1）。 

 

図１ 研究プロトコール 

 

 

（（３３））ググルルーーププ運運動動教教室室のの内内容容  

運動教室は 2 会場で週 1 回開催し、１

回 60 分で構成した。運動プログラムの内

容は、①ウォーミングアップ：スタティッ

クストレッチングとダイナミックストレ

ッチ（10 分）、②レジスタンストレーニ

ング 5～6 種目（セラバンド使用）で 8～

12 回を 2 セット、③姿勢や体幹を整える

ために椅子座位にて骨盤底筋や腹横筋の

エクササイズをしたあと、音楽を用いて、

椅子に座ったまま行うエアロビクス（座

位有酸素運動）と立位でのエアロビクス

（立位有酸素運動）の２種類（カルボーネ

ン法で 40～60%強度、または自覚的運動強

度（RPE）Borg スケール 11〜13 程度）を

15～20 分、④クーリングダウン：スタテ

ィックストレッチング（7 分）とした。運

動開始前はバイタル測定と体調確認、注

意事項を説明し、運動終了後にも再度体

調確認を行った。また途中に検脈指導や

水分補給を促し、適宜声掛けを行った。 

 

（（４４））測測定定指指標標  

1)研究対象者の基本情報 

運動教室開始前に調査票を記載しても

らった。調査票の内容は年齢、性別、生年

月日、身長、既往歴、生活習慣とした。 

2)体組成 

体組成は InBody430（InBody Japan）を

用いて体重、体脂肪量、骨格筋量を測定し

た。 

3)QOL 

健康関連 QOL は Short form 36 health 

survey version2（SF-36）を用いて「身体

機能」、「日常役割機能-身体」、「体の

痛み」、「全体的健康感」、「活力」、「社

会生活機能」、「日常役割機能-精神」、

「心の健康」を評価した。8 尺度は国民標

準値を 50 点とする T 得点に換算した。 

4)自己効力感 

自己効力感は General Self-Efficacy 

Scale（GSES）質問紙を用いて、16 の質問

項目から合計得点を算出した。 

5)体力指標 

体力指標は握力、歩行速度、5 回椅子立
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ち上がり時間を測定した。握力はデジタ

ル握力計 T.K.K.5401,（竹井機器工業社製）

を用いて、左右 2 回ずつ測定して良い方

の平均値を算出した。歩行速度は通常速

度の歩行で評価し、6m の距離のうち、前

後 1m を除いた 4m の区間の歩行時間を計

測して、秒速を算出した。5 回立ち上がり

テストは高さ 40cm の椅子を使用して、両

腕を胸の前で組んで座位姿勢から開始し

た。できる限り早く立ち座りを繰り返し

てもらい、その時間を計測した。 

6)状態‐特性不安 

不安は State-Trait Anxiety 

Inventory（STAI）を用いて、状態不安

と特性不安を各 20 項目の質問紙から T

得点を評価した。 

 

（（５５））統統計計処処理理  

測定値は平均値±標準偏差で示した。 

介入前の自己効力感の高位と低位は中

央値で分類した。解析方法は、エクセル統

計(Bell Curve for Excel) Ver.2.15 を

用いて調査項目のデータベースを作成し

分析した。自己効力感の高低による 2 群

の比較は Wilcoxon の符号付き順位検定、

介入前後の比較は Mann-Whitney U 検定を

用いて分析した。統計的有意水準は 5％以

下とした。 

 

３．結果と考察 

 

令和 2 年度の門真市の医療連携の運動

教室を希望した 25 名のうち、コロナ禍で

の運動教室での感染の心配や猛暑での来

所困難によるドロップアウトが 3名であっ

た。最終的には 22 名(76.4±5.8 歳、男性

4 名女性 18 名)に対して運動教室参加前

後での変化を分析した。 

自己効力感の高低による 2 群の特性を表

1 に示す。基本統計量は平均値±標準偏差

値で表した。 

高値群は男性 4 名全員を含んでおり、

低値群と比較すると、性別と身長に群間

差が確認された。その他の項目に群間差

は確認されなかった。 

 

 

次に、調査した各項目に対して、各群

での介入前後の変化について分析した

（表 2）。 

 

1)自己効力感の変化 

高値群は 57.1±5.9 から 57.0±9.1、低

値群は37.5±7.2から 46.7±10.9に変化

したが、有意差は認めなかった。今回のグ

ループ運動教室では自己効力感を向上さ

せるまでには至らなかった。自己効力感

が向上できるよう、スモールステップで

の成功経験や同じような環境にいる方々

との運動実施での支え合い（代理的経験）、

実行する自信を高めるため称賛や傾聴な

どの指導を心がけた 6)。週 1回の運動教室

には継続的に参加されたが、新型コロナ禍 
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でのソーシャルディスタンスの確保によ

るコミュニケーションが十分に取れず、

自己効力感を向上させるまでには至らな

かった可能性が考えられた。今後は環境

変化に柔軟に対応しながら、個々の目標

の明確化 7）、フィードバック回数の増加

など、ソーシャルディスタンスを確保し

ながらも個々とのコミュニケーションが

取れるような運動の環境づくりを考えた

い。また、今回のような今までの生活とは

異なる環境でのグループ運動療法では、

週 1 回の介入では自己効力感を高めるに

十分でなく、情報通信技術（ICT）を活用

した高頻度の介入も必要になることが示

唆された。 

 

2) 状態‐特性不安の変化 

低値群の状態不安は 45.9±5.6 から

41.0±5.8 に有意に低下した(p=0.029)。

一方、高値群の特性不安は 42.8±8.1 か

ら38.6±9.2に有意に低下した(p=0.001)。

（図 2）  
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図 2 状態不安と特性不安の変化 
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状態不安は不安を喚起する事象に対す

る一過性の状況反応を示し、その時の状

況で変化するものであり、特性不安は脅

威を与える様々な状況を同じように知覚

および反応する傾向を表し、性格などに

由来する 8）。低値群は運動実施や継続へ

の自信が低い中で、運動教室に参加され

ており、運動継続とともに身体機能の改

善によって状態不安が改善した可能性が

考えられる。また、運動教室の内容も低強

度から無理なく実施できる範囲で開始し

たことで「これならできそう」という感覚

や、指導者や参加者とのコミュニケーシ

ョンも重視しながら指導しており、安心

感につながった可能性が考えられた。一

方、高値群の状態不安は改善せず、特性不

安が改善した。先行研究において、一過性

のレジスタンストレーニングによる特性

不安の改善が報告されているが 9）、定期

的な運動教室や種目、強度による不安軽

減効果は不明であり、一貫した結果が得

られていないのが現状である 10-12）。運動

種目や強度による変化よりも、グループ

運動教室に参加すること自体で得られた

満足感や達成感などが特性不安の改善に

影響した可能性がある。しかしながら、両

群でのそれぞれの不安の変化に関する機

序は不明な部分が多く、新型コロナ禍で

の実施ということも含めてさらなる研究

や分析が必要と思われる。 

 
3) 体組成の変化 

各群とも介入前後の有意な変化は確認

されなかった。グループ運動教室では有

酸素運動とレジスタンストレーニングを

実施したが、骨格筋量の増加は認めなか

った。骨格筋量の増加には総負荷量が重

要であるが 13）、今回内容では総負荷量が

少なかった可能性が高い。また、本研究の

介入中には特別な栄養指導は行わず、毎

回の教室開催時に食事摂取に関する声掛

けのみ行った。参加者との会話の中で、食

事量や栄養摂取に偏りがあるような印象

を受けた。週 1 回の運動教室には参加し

ていても、筋同化のためのタンパク質摂

取が不足していた可能性も考えられた。

今後、高齢者を対象としたグループ運動

指導でも適切な食事内容へのサポートを

行うことで、骨格筋量の増加などサルコ

ペニアやフレイル予防にも貢献できるこ

とが考えられた。しかしながら、筋肉量の

増大は少なかったが、両群ともに歩行速

度は改善した。 

 

4)身体機能の変化 

高値群の歩行速度は 1.24±0.21 から

1.38±0.27m/sec (p=0.010)、低値群は

1.24±0.26 から 1.47±0.30m/sec へと

(p=0.004)有意に増加した。（図 3） 

 

図 3 6m 歩行速度の変化 
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図 4 5 回立ち座りの変化 

 

5 回立ち座りでは、高値群のみで 11.0

±2.1 から 9.8±2.7sec(p=0.028)に有意

に改善した。(図 4) 

 

高値群及び低値群に関わらず、今回の

グループ運動教室は歩行速度が有意に増

向上した。先行研究においても、週 1 回

の運動教室で歩行速度の改善を認めてお

り、同様の結果が得られた 14）。運動指導

の中で座位や立位でのエアロビクスを実

施し、股関節の屈曲、外転や内転などの動

作を入れたことで股関節可動域の拡大が

歩行速度の向上に関与している可能性が

考えられた。また、骨格筋量の増加は認め

ておらず、筋量の影響よりも神経系、すな

わち歩行に関連する筋群の運動単位の改

善が寄与した可能性もある。 

今回、高値群のみに下肢筋力の向上を

認め、低値群は変化しなかった。機序の詳

細は不明であるが、自己効力感が高けれ

ば自ら積極的に行動したり、失敗を恐れ

ない、なんでも前向きに捉えることがで

きるという特徴があり、運動教室での積

極的な取り組み、日常での身体活動の増

加や立ち座り動作に対する自信などを通

じて、下肢筋力の向上に繋がったことも

考えられた。運動教室以外の身体活動は

数値化できていないが、会話の中で「散歩

した」、「自宅でストレッチしている」な

どの声は多く聞かれた。重要な点として、

自己効力感が低いと週 1 回の運動教室の

みでは下肢筋力が向上せず、運動教室以

外の取り組みや支援が必要となることが

示唆された。普段から自己効力感を高め

ておくことで、運動介入による相乗効果

が得られる可能性もあり、自己効力感に

着目した運動指導の重要性が示された。 

 

5) 生活の質 

低値群の身体の痛みの得点のみ有意に

低下したが、他の下位尺度には有意差を

認めなかった。低値群の身体機能は悪化

せず、歩行速度は向上しているが、痛みに

関する QOL は低下していた。運動教室後

の筋肉痛の持続や関節痛などが影響した

可能性が推測される。今後、運動開始前の

体調変化の聞き取りやケアが必要なるこ

とが考えらえた。 

 
6) 本研究の限界 

 本研究にはいくつかの限界がある。1 つ

目は、運動教室以外の身体活動量や運動

への取り組みが明確にできなかった点で

ある。2 つ目は、自己効力感の高値群と低

値群の各指標の変化量には有意差を認め

ていない点である。サンプル数も小さく、

介入後の血液データなど生活習慣病の指

標が評価できておらず、追加の研究が必

要と思われる。最後に、新型コロナウイル

スによる感染予防対策のため、マスク着

0
2
4
6
8

10
12
14
16

前 後 前 後

高値群 低値群

５回立ち座りの変化
＊
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用やソーシャルディスタンス確保などが

自己効力感や不安に影響した可能性が高

く、純粋なグループ運動指導での変化で

はない可能性も考えられる。実際、外出頻

度が減ったり、体力に自信がなくなった

との声も聞かれた。 
 
４．まとめ 

 

生活習慣病の高齢患者に対する週 1 回

のグループ運動教室は自己効力感を向上

させなかったが、自己効力感の高値群は

特性不安を低下させ、低値群は状態不安

を低下させた。また両群ともに歩行速度

は改善しており、グループ運動指導にお

ける身体機能への効果は確認された。高

値群の椅子立ち上がり時間は速くなり、

歩行速度の改善の結果からも下肢筋力の

向上の結果を得た。自己効力感が高いと

下肢筋力の向上にも寄与しており、自己

効力感を高めることができるような運動

プログラムの開発が必要と考えらえた。 
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